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平成 27 年度「過労死等の労災補償状況」

が公表されました 

 

◆過労死等の労災請求件数が増加 

厚生労働省から 2015 年度の「過労死等の労

災補償状況」が公表されました。 

脳・心臓疾患の労災請求件数は 795件（前年

度比 32件増）、業務上と認定された支給決定件

数は 251 件（同 26 件減）で、このうち死亡件数

は 96 件（同 25 件減）となりました。 

なお、ここで言う「過労死等」とは、「業務にお

ける過重な負荷による脳血管疾患若しくは心臓

疾患を原因とする死亡若しくは業務における強

い心理的負荷による精神障害を原因とする自殺

による死亡又はこれらの脳血管疾患若しくは心

臓疾患若しくは精神障害」と定義されています

（過労死等防止対策推進法第 2 条）。 

 

◆精神障害の労災請求件数も増加 

また、精神障害の労災認定については、請求

件数は 1,515件（前年度比 59件増）となり、この

うち自殺件数（未遂を含む）は 199 件（同 14 件

減）でした。 

支給決定件数は 472 件（同 25 件減）となり、

このうち未遂を含む自殺の件数は 93件（同 6件

減）でした。 

 

◆「時間外労働 80 時間」で立入調査の対象に 

過労死等の労災認定については、「死亡・発

症前における長時間労働の有無」が判断材料

の 1 つとなります。 

脳・心臓疾患については、発症前 1 カ月間に

おおむね 100 時間の時間外労働があると業務

災害であると判断されやすくなります。また、精

神障害については、発病直前の 1 カ月におおむ

ね160時間の時間外労働があると業務による心

理的負荷が「強」と判断され、業務災害であると

判断されやすくなります。 

労災認定についてはこの他にも細かい基準

はありますが、長時間労働が長ければ長いほど

「業務上である」と判断されやすくなると考えてよ

いでしょう。 

なお、今年度から、労働基準監督署が企業に

立入調査に入る際の基準が引き下げられました。

これまでは「100 時間」の時間外労働が基準でし

たが、これが「80 時間」に引き下げられており、

対象が大幅に拡大されています。 

 

◆長時間労働のリスク 

長時間労働は従業員も会社も疲弊させてしま

い、どちらにとっても好ましくない結果につながる

リスクが増大します。 

恒常的に長時間労働となっていると問題解決

の視点が見えにくくなりますので、早期の改善が

必要です。 

 

厚労省調査結果にみる「労使間の交渉」

の実態 

 

◆「労使間の交渉等に関する実態調査」につい

て 

本調査は、労働組合と使用者（または使用者
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団体）の間で行われる団体交渉、労働争議およ

び労働協約の締結等の実態を明らかにすること

を目的として行われるものです。 

昭和58年から実施されており、平成25年から

の見直しに伴い平成 27 年は従来の「労働組合

実態調査」、「労働組合活動実態調査」、「労働

協約等実態調査」および「団体交渉と労働争議

に関する実態調査」を再編したものとなりまし

た。 

本調査結果は、約 5,200 労働組合に対して実

施し、約 3,200 労働組合から得た有効回答をま

とめたものです。 

 

◆団体交渉の状況 

過去3年間（平成24 年7月1日～平成27 年

6 月 30 日）に使用者側との間で行われた団体

交渉の状況は、「行った」が 67.8％、「行わなかっ

た」が 32.2％となっています。 

このうち「行った」と回答する割合は企業規模

が小さい労働組合のほうが高く、「5,000 人以上」

が 45.2％、「1,000～4,999 人」が 59.8％に対し、

「500～999 人」が 79.9％、「300～499 人」が

78.3％、「100～299 人」が 84.4％、「30～99 人」

が 78.4％となっています。 

 

◆労使間の交渉状況 

過去 3 年間に「何らかの労使間の交渉があっ

た」事項は、「賃金・退職給付に関する事項」

（83.5％）、「労働時間・休日・休暇に関する事項」

（70.9％）、「雇用・人事に関する事項」（62.6％）、

「職場環境に関する事項」（52.1％）の順に高く

なっています。 

また、上記のうち「使用者側と話合いが持たれ

た」事項をみると、「所定外・休日労働」が 98.1％、

「賃金制度」が 97.4％、「所定内労働時間」が

96.7％、「賃金額」が 96.1％となっています。 

さらに、その結果、「労働協約の改定がなされ

た又は新たに労働協約の規定が設けられた」と

する割合を事項別にみると、「育児休業制度、介

護休業制度、看護休暇制度」が 29.7％、「賃金

制度」が 24.7％、「賃金額」が 23.0％、「休日・休

暇」が 23.0％という結果です。 

 

◆正社員以外の労働者に関する状況 

正社員以外の労働者の「組合加入資格があ

る」割合は、平成 25 年と比較すると、派遣労働

者を除いていずれも増えており、「パートタイム労

働者」35.6％、「有期契約労働者」39.9％、「派遣

労働者」11.1％、「嘱託労働者」34.0％となってい

ます。 

実際に正社員以外の労働者の組合員がいる

割合も派遣労働者以外は 4％前後増えていま

す。 

 

9 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前

月以降に一括有期事業を開始している場合

＞［労働基準監督署］ 

30 日  

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀

行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提出

［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保

険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末

日＞［公共職業安定所］ 

 

当事務所よりひと言 

 今回は、労災補償の状況を取り上げましたが、

中小企業の経営にとっても、労災ゼロは大切な

課題です。 

なお、当事務所の弁護士は、先般、経営学検

定の初級及び中級に合格しました。当事務所の

総合的な経営法務サービスが、皆さまの課題達

成のお役に立てるよう、これからもサービス向上

に努めていく所存です。 


